
括で行うサービスである。観光や医療など交通以外の

サービスと連携して，移動の利便性向上や地域の課題

解決にもつなげる（図3）。連携事例には，①観光地

モビリティの動向
次世代モビリティが不動産に与える影響

街づくりリサーチ部

塚田 敏彦

1. 目的

　次世代モビリティは革新的技術・統合サービスから

なる交通システムである。人中心の街づくりに向けて

都市構造を再編する際の主要テーマであり，道路な

ど都市インフラの整備と連携して社会実装が進む。中

長期的に進展するモビリティや街づくりに対応するた

め，土地・建物の計画や利用は先見性と柔軟な適応性

が求められる。本稿では，これからの街づくり施策と

共に次世代モビリティの動向をまとめ，不動産に与え

る影響を考える。

2. 次世代モビリティ

　高齢化社会と移動弱者の増加，気候変動対策，人中

心の街づくり，運転手不足，交通事故削減などの社会

課題に対して次世代モビリティが果たす役割は大きい

（図1）。

　次世代モビリティはMaaS（2.1節参照），CASE

（2.2節参照） などの統合サービスや技術基盤からな

る，新しいモビリティを含む交通システムである。類

似用語のスマートモビリティは，ソフトウェア的観点

で使用される（表1，図2）。本稿は図2におけるバス

より狭い地上領域を対象とする。

2.1 MaaS（Mobility as a Service）

　MaaSとは，地域住民や旅行者のパーソナルな移動

ニーズに対応して，公共交通やその他複数の移動サー

ビスを最適に組み合わせて，検索・予約・決済等を一

［ Keyword ］

 MaaS    CASE    自動運転    モビリティハブ    マイクロモビリティ

1. 高齢化社会と移動弱者の増加　（交通・健康）
課題：�高齢者や障がい者が自由に移動できない地域の増加
貢献：�自動運転やオンデマンド型モビリティが，移動弱者や交

通空白地帯に移動手段を提供
2. 環境問題・気候変動対策　（環境）

課題：�運輸部門（19%を占める），自動車全体（17%を占める）
からのCO2排出量削減（2023年）

貢献：�マイクロモビリティ，EV普及によるCO2排出量削減
　　　移動の効率化，モビリティの共有化により交通量削減

3. 車中心から人中心の街づくりへ　（にぎわい）
課題：�車中心の道路計画，都市部の渋滞
貢献：�交通量削減 （シェアリングなど）・道路交通容量拡大（自

動運転による車間距離縮小）による，道路空間再構築・
駐車場転用（車道の歩道化・緑化など）

4. 運輸業の労働力不足　（産業）
課題：�バス，タクシー，トラックなどの運転手不足
貢献：�自動運転や配送ロボットによる物流効率化，運転手不足

解消，サービス水準維持・向上
5. 交通事故の削減　（交通）

課題：�交通事故29万件，負傷者34万人，死者2,663人の削減 
（2024年）

貢献：�交通量削減や自動運転技術による安全性向上

図１■ 社会課題と次世代モビリティの貢献

表１■ 次世代モビリティとスマートモビリティの比較

次世代モビリティ スマートモビリティ

主な対象 移動手段そのもの 移動の仕組み・サービス

技術領域 ハード中心
（車両，機体）

ソフト中心
（ICT，AI，データ）

特徴
環境負荷の低減
安全性の向上

新しい移動体験の提供

移動の効率化
利便性の向上

サステナブルな都市設計
との連携

関係性 スマートモビリティの
一部として機能

次世代モビリティを
活用して実現
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の入場券や宿泊施設の予約と，交通手段の一括提供，

②地域の医療機関と連携した，移動困難者のためのモ

バイル診療車の運行情報提供などがある。

2.2 CASE

　CASEはConnected（通信連携），Automated/

Autonomous（自動運転），Shared & Service（シェ

アリング），Electric（電動化）というモビリティの

変革を表す4領域の頭文字からなり，自動車関連の

新技術を指す（図4）。Connected（通信連携）は

MaaSの中核技術である。

2.3 マイクロモビリティ

　マイクロモビリティとは，短距離の移動に適した小

型で軽量な交通手段である。都市部や地域内のラスト

ワンマイル（最終目的地までの移動）を補完する役割

をもつ。近年のマイクロモビリティの多様化・電動化

に合わせて，走行場所（歩車道），最高速度，ヘルメッ

ト着用などの利用に関する法整備が進み，シェアリン

グサービスが普及している（図5，6）。

図３■ MaaS1）

一つのサービスとして提供

移動目的とも一体化

検索 予約 決済

公共交通

その他の移動サービス

交通以外のサービス

鉄道

物流観光 医療・福祉 小売り

バス タクシー 旅客船 旅客機

出
発
地

目
的
地

利用客

カーシェアAI オンデマンド
交通

自動運転

グリーンスロー
モビリティ

マイクロ
モビリティシェアサイクル

図２■ 次世代モビリティの全体像

スマートモビリティ

MaaS統合サービス

 CASE技術基盤
接続化・自動化・
共有化・電動化

次
世
代
モ
ビ
リ
テ
ィ

従
来

電
動
化

多
様
化

キック
ボード

グリーンスロー
モビリティミニカー 空飛ぶ車

ドローンBRT  LRT

自転車 車 タクシー バス 電車 旅客船 旅客機

狭・地
本稿の対象範囲

空間的広がり 広・空

図４■ CASE

マイクロモビリティ

タクシー歩行補助車
電動車椅子

小型 大型

グリーンスロー
モビリティ バ

ス

公
共
交
通

自
家
用

　
　シ
ェ
ア

モ
ビ
リ
テ
ィ

自
動
車

キ
ッ
ク
ボ
ー
ド

自
転
車

バ
イ
ク

超
小
型

モ
ビ
リ
テ
ィ

図５■ マイクロモビリティの範囲

Connected
通信連携

Automated
自動運転

Shared ＆ Service
シェアリング

Electric
電動化

車両と様々なもの（①～④）
との通信・連携技術

① クラウド・インターネット
② 他の車両
③ 交通インフラ（信号機） 
④ 歩行者

MaaSの中核技術

レベル1〜5の自動運転技術

レベル 2
　特定条件下での自動運転
レベル ３
　条件付自動運転
レベル ４
　特定条件下での完全自動運転
レベル 5
　完全自動運転

現在，レベル４実現，普及拡大が
目標
　・移動サービス
　・高速道路走行

利用者は車を所有せず， 
必要な時に使用

① モビリティシェア
　 （� 車両の貸し出し　　 ） 

 運転者は利用者自身
　・車　　　　・キックボード
　・自転車　　・スクーター

② ライドシェア
　 （� 相乗り　　　　　　　　 ） 

 運転者は登録ドライバー
　・相乗り型（乗合）
　・個別配車型
　・コミュニティ型
　・通勤・送迎型
　　　→移動の効率化と
　　　　　　　交通弱者支援

メリット

・環境負荷の低減
・静音性
・エネルギー効率
・メンテナンス性
・再生可能エネルギーとの連携
・災害時の電力源

政府目標
2035年までに新車販売で電動車
100％（乗用車）
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2.4 自動運転サービス

　デジタル庁モビリティワーキ

ンググループ資料２）によれば，

2024年度末までに100カ所

以上で自動運転技術が実証さ

れ，そのうち5カ所でレベル4

の自動運転車が定常運行をして

いる。レベル2を入れると20

カ所になる。レベル4の全地域

7カ所とレベル2の定常運行地

域15カ所を表2に示す。

2.5 �新技術・サービスと社会

課題

　国土交通省のスマートシティ

事例集３）をもとにして，交通

分野の新技術・サービスと社会

課題の対応を表3に示す。表中

に記載はないが，新技術・サー

ビス全体に共通する社会課題と

して，環境負荷の低減，交通渋

滞の緩和がある。図において

CASEの１つである自動運転が

対応する社会課題が最も多く，

現在レベル4の実現，普及拡大

に向けた実証実験などが全国で

進んでいる2）。

3. �街づくりと次世代モビリティ

　スマートシティ，歩行者中心

の街づくり，道路空間の再編の

取り組みと次世代モビリティは

連携・協調して推進される。

3.1 スマートシティ

　内閣府が主管するスマートシ
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図６■ 多様化するマイクロモビリティ

電動キックボード

電動バイク

電動車椅子

電動自転車（ペダルあり）

ミニカー（定員1人）

移動用小型車

電動自転車（ペダルなし）

超小型モビリティ（定員2人）

表２■ 自動運転の状況（2024年度）

自動運転
レベル 乗用車 グリーンスロー

モビリティ
小型

シャトル 小型バス 大中型バス その他

レベル4
7（5）

1（1）
永平寺町

3（2）
上士幌町
大田区　
多気町　

2（1）
塩尻市
松山市

1（1）
日立市

レベル2
95（15）

6（0） 9（5）
上小阿仁村
春日井市　
東近江市　
河内長野市
四条畷市　

30（5）
境町　　　
日立太田市
弥彦村　　
岐阜市　　
伊予市　　

35（4）
横芝光町
新宿区　
小松市　
日進市　

12（1）
柏市

3（0）

数字は実施個所数　　赤字は定常運行実施地域と数　　レベル2の実証地域名は省略
レベル2：特定条件下での自動運転，レベル4：特定条件下での完全自動運転

� 文献２）をもとに作成

表３■ 新技術・サービスと社会課題の対応

C A S E 新技術・サービス 社会課題

◎ ◎ ◎ ◎ 自動運転

交通

公共交通網の利便性向上
高齢者の移動支援
公共交通の運行コスト削減
歩車共存空間の安全性確保

産業 公共交通の担い手確保

健康・医療 高齢者の外出促進

◎ ◎ ◎ ◎ パーソナルモビリティ型自動運転 歩行支援

○ ○ ◎ ◎ マイクロモビリティ 交通
ラストワンマイルの移動支援

○ ○ ◎ ◎ グリーンスローモビリティ

にぎわい 地域住民・観光客の回遊支援
◎ ○ ◎ − シェアリング

交通

自転車利用促進

◎ ○ ◎ − オンデマンド型交通
高齢者の移動支援
買い物弱者支援

◎ − ○ − 経路検索・運行情報提供（MaaS） 交通結節機能強化

◎ − ◎ − 貨客混載
中山間地の移動支援

産業 公共交通の担い手確保

○ ◎ ○ ◎ 電磁誘導式自動走行システム 交通 交通事故対策

◎ − ○ − オンライン診療車両 健康・医療 医療弱者対策
CASE技術への該当性　◎：多くが該当　○：部分的に該当　−：直接的には非該当� 文献3）をもとに作成



ティ施策のロードマップ（2024年3月）４）では，自

家用車のレベル3は2031年以降の目標である。スマー

トシティ事例集３）には，新技術と都市問題の観点で国

内85事例が掲載されている。そのうち28事例が交通

や自動車などモビリティに関連する事例で最も多い。

3.2 「居心地が良くなる」まちなか５）

　官民のパブリック空間（街路・広場・公園・民間空

地等）をウォーカブルな人中心の空間へ転換・先導し，

「居心地が良く歩きたくなるまちなか」を形成するに

は，「道路空間の再編」が必要である。再編には次世

代モビリティの「移動の利便性向上，交通量削減」効

果が寄与している。

3.3 2040年，道路の景色が変わる６）

　国土交通省では，道路政策を通じて実現をめざす

2040年の日本社会の姿と政策の方向性を提案するビ

ジョンの中で，まちの変化の具体像を，「通勤・帰宅

ラッシュの消滅」や「公園のような道路空間」など5

表４■ 道路政策ビジョンの将来像と次世代モビリティの技術・効果

まちの変化の具体像
（5つの将来像） 次世代モビリティの技術・効果

1. 通勤・帰宅ラッシュの消滅 ライドシェア，マイクロモビリティ

2. 公園のような道路空間 交通量削減・抑制（道路空間再編）

3. �人・モノの移動の自動化・
無人化 自動運転

4. �移動型店舗やサービスの
登場 オンライン診療車両，医療MaaS

5. �災害時の「救援する道路」
への転換 電動化

� 文献６）をもとに作成
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図７■ 「居心地が良くなる」まちなかのイメージ５）

1階
（店舗やオフィス等）

民間
空地

街路

街路

広場

公園

1階
（店舗やオフィス等）

つの将来像にまとめている（表４）。表の右列にはラ

イドシェアなど関連する技術・効果を記載しているよ

うに，道路政策はいずれの将来像に対しても次世代モ

ビリティとの関連が大きい。

3.4 道路空間再編パターン

　国土技術政策総合研究所による道路空間再編のデザ

インガイド７）には，歩行者優先空間，歩車共存空間

など多様なモビリティに対応する道路のデザインパ

ターンが整理されている。主な再編パターンを図8に

示す。マイクロモビリティの走行レーン確保などの道

路空間再編が，次世代モビリティの効果的活用につな

がるなど，モビリティは街づくりと連携して進展する。

3.5 モビリティハブ

　モビリティハブとは，駅やバス停の周辺，移動が不

便な住宅地（例：図10上段の都市交通における駅か

ら延びる端部地域）などに，電動マイクロモビリティ

などの貸出し拠点を集約し，移動手段の多様化や新し

いライフスタイルを創出する取り組みである（図9）。

主な機能やサービスにはモビリティ充電器，滞留性向

上（ベンチ,広域Wi-Fi，ICT機器充電），ロッカー，

周辺観光案内（サイネージ）などがある。主導する主

体には行政，交通事業者，都市開発事業者などがあり，

シンボルロード
まち並みと一体化したまち並みと一体化した
景観整備景観整備

自転車走行帯
自転車専用空間による自転車専用空間による
安全確保安全確保

トランジットモール
公共交通・歩行者専用空間公共交通・歩行者専用空間

クランク・スラローム・シケイン
車道蛇行による自動車速度車道蛇行による自動車速度
低減低減

シェアドスペース
歩車道を分離せず人と車の歩車道を分離せず人と車の
共存共存

パークレット
車道活用による滞留空間 車道活用による滞留空間 
創出創出

まちなか広場
道路空間を広場として活用道路空間を広場として活用

歩道拡幅
車線削減等，歩行者の多様車線削減等，歩行者の多様
な活動な活動

歩行者モール
自動車排除，歩行者の多様自動車排除，歩行者の多様
な活動な活動

図８■ 道路空間再編パターン７）



目的には交通空白地域の解消，地域活性化，回遊性向

上などがある。

3.6 自動運転技術の街づくりへの段階的活用イメージ８）

　自動運転技術は公共交通から先行導入され，当面は

自動運転車両と手動運転車両の混在，空間的にも部分

的な導入の状態が長期間続くと想定される。国土交通

省では都市空間・街路空間・駅前広場など空間別に，

①現在，②限定空間混在期，③完全自動運転非混在期

の3期に分けて自動運転技術活用イメージと対策ポイ

ントを整理している（図10）。

4. 不動産と次世代モビリティ

4.1 道路と駐車場の変化・特徴

　次世代モビリティは，街路空間における不動産の立

地や計画に影響を及ぼす。道路と駐車場の2つの変化・

特徴を示す。

１）カーブサイドのニーズ増加

　自動運転化されたタクシー等の普及により，路上で

の駐停車車両の増加が想定される。道路空間の再配分

ではカーブサイド（路肩）のスペースを確保し，柔軟

な空間活用ができるフレキシブルなデザインが望まし

い（図11，12）。

２）オートバレーパーキングによる駐車場離隔配置

　車外から通信端末等を用いて，遠隔地の駐車場まで

自動運転車が自動で走行・駐車・出庫し，施設入口な

どで乗降が可能となる駐車方式であり，敷地の有効活

用につながる。駐車マスにドア開閉の空間的余裕が不
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図９■ 様々な交通モードの接続・乗り換え拠点６）

図11 ■ 車道の削減と新設レーン９）

中央分離帯

3.25m 3.25m 3.25m

中央分離帯

現在イメージ

将来イメージ

車道空間

車道空間
自転車
通行空間

自動運転
レーン

カーブ
サイド

路肩 歩道空間
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公共交通の走行空間，駐車空間を確保　自動車中心から人中心の空間へ転換

街路空間

自動運転車の待機方法を合理化し，創出した歩行空間をにぎわい空間として活用

駅前広場

コンパクトプラスネットワークと連携し，公共交通とその他交通の自動運転を活用

都市交通 限定空間
混在期

現在 完全自動運転
非混在期

図10 ■ 街づくりへの段階的活用イメージ８）

シェア
ポート

フード
トラック

時間貸し
駐車

乗降
場所

パーク
レット

荷捌き バス停デマンド交通
福祉車両

駐車場予約駐車場予約
自動駐車リクエスト自動駐車リクエスト

駐車場所の
情報提供

管制センター

駐車場情報
提供

現在
10.0m

将来
10.0m

駐車可能台数が増加
オートバレーパーキングのイメージ 省スペース化イメージ

2.5m

2.0m

5.0m

6.0m



要になることなどにより，駐車マスが省スペース化さ

れ駐車密度が高くなる。

4.2 不動産への影響

　次世代モビリティにより不動産に下記の影響が想定

される。街づくりによる次世代モビリティへの影響イ

メージを図14に示す。

1）公共交通機関（駅）へのアクセス

　不動産の駅近への価値観が希薄化する可能性

・	郊外不動産は新交通システムによる移動利便性と移

動時間活用性の効果が大きい

2）モビリティハブ

　駅に次ぐ交通拠点として周辺の価値向上

・�近接・併設する不動産の利便性向上　（大型・複合

施設，郊外施設）

・地域貢献・にぎわいの拠点化

3）�駐車場（MaaSの進展，自動運転車の増加，オー

トバレーパーキング導入）

　交通混雑緩和による需要減少，建物と離隔配置可能化

・�敷地（接道部）・容積の有効活用が可能化（駐車場

計画時に面積，配置，転用などへの配慮）

・�乗降・短時間駐車が増え，カーブサイドや敷地内車寄

せでの対応増加と共に，待合スペースの配慮が必要

・	EV充電設備の設置

4）�マイクロモビリティ・パーソナルモビリティ 

（自転車含む）

　道路整備（再編）の進捗に伴う普及拡大への対応 

・	駐輪場の設置・ポートの確保，シャワー設備設置（既

設駐車場の転用・カーブサイド利用などによる）

5）住宅系施設

　都心居住・郊外居住への選好影響と対応

・	自動運転により通勤時間が「生産的な時間」に変わ

り，郊外住宅地の需要が高まる可能性

・	MaaS（オンデマンド運行など）を前提にした駐車

場のない（少ない）開発（都心・郊外とも）が増加

する可能性

4.3 不動産会社によるMaaSへの取り組み

　2020年頃より大手不動産会社により，マンション

住民やホテル・商業施設利用客向けオンデマンド型相

乗りサービスなどの不動産MaaS実証実験が行われて

いる。通常運行に至るには，データ連携・採算性・高

齢者などのデジタル格差・運賃制度・交通事業者間の

連携などの課題解決が必要であるといわれている10）。

4.4 �品川港南エリアを起点としたモビリティハブ 

実証実験11）

　NTTアーバンソリューションズは，品川港南エリ

アの魅力や価値の最大化，地域の課題解決などをはか

図 14 ■ 次世代モビリティによる不動産への影響
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る「品川港南2050プロジェクト」の取り組みの一環

として，scheme verge株式会社と共同で，マイク

ロモビリティや舟運など10種類のモビリティを用い

た品川港南エリアと近隣の天王洲・お台場エリアをつ

なぐ実証実験を行った（図15）。実証実験ではマルチ

モーダル（複数種類のモビリティ）なエリア回遊の需

要確認を行い，移動体験に対する需要が存在している

ことが確認できた（実証期間： 2025年10月11日

～10月13日）。

5. まとめ・考察

　本稿で紹介してきた次世代モビリティと街づくりの

関係や不動産への影響のほか，道路混雑の可能性，

MaaS進展のための整備課題を以下にまとめる。

1）次世代モビリティの普及

・	次世代モビリティの普及は，街づくりの進展との連

携が欠かせず，長期的・段階的進展を経て普及する

2）不動産への影響と対応

・	モビリティハブやモビリティサービスへのアクセス

性が高いエリアや沿道の価値が向上するため，立地

計画における沿道への配慮や，大規模開発における

モビリティハブの併設が検討対象となる

・	「駅近価値観の緩和可能性」は，都市の規模・既存

交通網など，地域特性による違いが想定される

　例：�東京都心は既存交通網の充実により，駅近価値

観への影響は小さく，自動車が主要移動手段と

なる地域は影響が大きいと思われる

・	次世代モビリティの普及過程や普及後におけるニー

ズ変化に対応容易な計画や運用が必要となる

　例：�駐車場の減少・離隔配置と転用（居室化，駐輪

場・ポート化，緑化 等），乗降・待合スペース

の確保，自動・手動運転車混在時期の対応

3）道路混雑の可能性8）

・	免許非所持・返納者，自転車・公共交通利用者が，

利便性の高い自動運転車を利用する可能性がある

・	外出機会が増え，交通量全体が増える可能性がある

・	自動運転車や自動運転のシェアリング車の普及によ

り，車両台数や移動時間は減少するが，人口密度の

高い市街地では，車利用の増加で交通量が増える可

能性がある

4）MaaS進展のための整備課題

・	交通手段ごとの個別規制，データ連携と個人情報保

護，運賃・料金制度の柔軟化の検討が必要となる

図15■ 実証実験ルート11）
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■  Abstract

Mobility Trends
The Impact of Next-Generation Mobility on 
Real Estate

Toshihiko Tsukada

Next-generation mobility is a transportation 

system consisting of innovative technologies 

and integrated services. It is a key focus in 

the restructuring of urban infrastructure to 

promote people-centered urban development, 

and its implementation in society is progressing 

in conjunction with the development of urban 

infrastructure such as roads. To accommodate 

the medium- to long-term evolution of mobility and 

urban development, land and building planning 

and utilization must be forward-looking and 

flexible. This paper summarizes trends in next-

generation mobility along with future urban 

development policies and examines the impacts 

on real estate, as outlined below.

- Regarding access to public transportation 

(stations), the value placed on real estate’s 

proximity to stations may diminish.

- Regarding mobility hubs, the value of surrounding 

areas is expected to increase as these hubs 

become major transportation hubs second only to 

stations.

- Due to the advancement of MaaS (mobility as 

a service), the increase in autonomous vehicles, 

and the introduction of automated valet parking, 

demand for parking lots is expected to decrease, 

and it will become possible to locate parking 

facilities away from buildings.

- The use of micro-mobility and personal mobility 

(including bicycles) is expected to expand 

in l ine with progress in road development 

(reorganization).
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